
商 号 又 は 名 称

数値

(1)契約実績 千円

(2)自己資本額 千円

(3)職員数 人

(4)流動比率　Ｍ／Ｎ（％） ％

　　流動資産　Ｍ 千円

　　流動負債　Ｎ 千円

(5)総資本経常利益率　Ｓ／Ｒ（％） ％

　　経常利益　Ｓ 千円

　　総資本額　Ｒ 千円

(6)自己資本比率　Ｐ／Ｒ（％） ％

　　自己資本額　Ｐ 千円

　　総資本額　Ｒ 千円

(7)営業年数 年

(8)技術職員数１ 人

　ア 建築物環境衛生管理技術者 人

　イ 統括管理者 人

　ウ 清掃作業監督者 人

　エ ビルクリーニング技能士 人

　オ 空調給排水管理監督者 人

(9)技術職員数２ 人

　カ 貯水槽清掃作業監督者 人

　キ 防除作業監督者 人

　ク 空気環境測定実施者 人

　ケ 空気調和用ダクト清掃作業監督者 人

　コ 排水管清掃作業監督者 人

　サ 建築物環境衛生総合管理業

　シ 建築物清掃業

　ス 建築物空気環境測定業

　セ 建築物空気調和用ダクト清掃業

　ソ 建築物飲料水水質検査業

　タ 建築物飲料水貯水槽清掃業

　チ 建築物排水管清掃業

　ツ 建築物ねずみ昆虫等防除業

(12)雇用障がい者数（法定雇用義務がある場合は超えている人数） 人

　ISO9001 判定

　ISO14001

 ※ 商号又は名称、新規・更新の区分、記載欄、数値及び総合点数の各欄を記載してください。

別紙１（その１）清掃業務

審 査 事 項

(10)営業に関する登録（該当するものは記載欄に○を記載）

(11)過去２年の従事者研修実施状況（該当する番号を記載）
　　①毎年１回以上実施、②１回実施、③実施なし

新規・更新
の　区　分

記載欄

登　録　審　査　表

(13)ＩＳＯ取得
　　（該当するものは記載欄に○を記載）

(14)働きやすい職場環境
の整備
（該当するものは記載欄
に○を記載）

育児休業制度に関する就業規則の定め及び労働基準監督署への届出

①次世代育成支援対策推進法第13条の規定による認定、②女性活躍推進
法第８条第１項に規定する一般事業主行動計画の策定及び都道府県労働
局長への届出（常時雇用する労働者数が 100人以下の事業主に限る。）
③女性活躍推進法第９条の規定による認定、④働きやすい職場「ひなた
の極」認証制度実施要綱第５条の規定による認証

総　合　点　数



商 号 又 は 名 称 更新

数値

(1)契約実績　様式第5号に記載した年間平均高を転記 21,000 千円 20
(2)自己資本額　様式第5号から転記 15,000 千円 5
(3)職員数　様式第5号の常用職員の社会保険加入の「ロ－イ」を転記 10 人 4
(4)流動比率　Ｍ／Ｎ（％） 150 ％ 5
　　流動資産　Ｍ　様式第5号から転記 3,000 千円

　　流動負債　Ｎ　様式第5号から転記 2,000 千円

(5)総資本経常利益率　Ｓ／Ｒ（％） 8 ％ 5
　　経常利益　Ｓ　様式第5号から転記 4,000 千円

　　総資本額　Ｒ　様式第5号から転記 50,000 千円

(6)自己資本比率　Ｐ／Ｒ（％） 30 ％ 4
　　自己資本額　Ｐ　様式第5号から転記 15,000 千円

　　総資本額　Ｒ　様式第5号から転記 50,000 千円

(7)営業年数 　様式第5号から転記 20 年 10
(8)技術職員数１　様式第7号の有資格職員延人数を転記 5 人 5
　ア 建築物環境衛生管理技術者 1 人

　イ 統括管理者 1 人

　ウ 清掃作業監督者 1 人

　エ ビルクリーニング技能士 1 人

　オ 空調給排水管理監督者 1 人

(9)技術職員数２　様式第7号の有資格職員延人数を転記 3 人 2
　カ 貯水槽清掃作業監督者 0 人

　キ 防除作業監督者 2 人

　ク 空気環境測定実施者 1 人

　ケ 空気調和用ダクト清掃作業監督者 0 人

　コ 排水管清掃作業監督者 0 人

3
　サ 建築物環境衛生総合管理業

　シ 建築物清掃業

　ス 建築物空気環境測定業

　セ 建築物空気調和用ダクト清掃業

　ソ 建築物飲料水水質検査業

　タ 建築物飲料水貯水槽清掃業

　チ 建築物排水管清掃業

　ツ 建築物ねずみ昆虫等防除業

2

(12)雇用障がい者数（法定雇用義務がある場合は超えている人数） 1 人 2
　ISO9001 判定

　ISO14001

1

0

72

 ※ 商号又は名称、新規・更新の区分、記載欄、数値及び総合点数の各欄を記載してください。

審 査 事 項 記載欄

登　録　審　査　表

○○清掃㈱

別紙１（その１）清掃業務 記載例

○

Ａ

総　合　点　数

4
(13)ＩＳＯ取得
　　（該当するものは記載欄に○を記載）

○

(11)過去２年の従事者研修実施状況（該当する番号を記載）
　　①毎年１回以上実施、②１回実施、③実施なし

①

新規・更新
の　区　分

○

(10)営業に関する登録（該当するものは記載欄に○を記載）

(14)働きやすい職場環境
の整備
（該当するものは記載欄
に○を記載）

育児休業制度に関する就業規則の定め及び労働基準監督署への届
出 ○

①次世代育成支援対策推進法第13条の規定による認定、②女性活
躍推進法第８条第１項に規定する一般事業主行動計画の策定及び
都道府県労働局長への届出（常時雇用する労働者数が100人以下
の事業主に限る。）、③女性活躍推進法第９条の規定による認
定、④働きやすい職場「ひなたの極」認証制度実施要綱第５条の
規定による認証

○

様式第5

号



商 号 又 は 名 称

数値

(1)契約実績 千円

(2)自己資本額 千円

(3)職員数 人

(4)流動比率　Ｍ／Ｎ（％） ％

　　流動資産　Ｍ 千円

　　流動負債　Ｎ 千円

(5)総資本経常利益率　Ｓ／Ｒ（％） ％

　　経常利益　Ｓ 千円

　　総資本額　Ｒ 千円

(6)自己資本比率　Ｐ／Ｒ（％） ％

　　自己資本額　Ｐ 千円

　　総資本額　Ｒ 千円

(7)営業年数 年

(8)技術職員数１ 人

　ア 警備員指導教育責任者 人

　イ 機械警備業務管理者 人

(9)技術職員数２ 人

　ウ 施設警備業務１級検定合格警備員 人

　エ 施設警備業務２級検定合格警備員 人

(10)雇用障がい者数（法定雇用義務がある場合は超えている人数） 人

　ISO9001 判定

　ISO14001

 ※ 商号又は名称、新規・更新の区分、記載欄、数値及び総合点数の各欄を記載してください。

別紙１（その２）警備保障業務

登　録　審　査　表

審 査 事 項 記載欄

新規・更新
の　区　分

総　合　点　数

(11)ＩＳＯ取得
　　（該当するものは記載欄に○を記載）

(12)働きやすい職
場環境の整備
（該当するものは
記載欄に○を記
載）

育児休業制度に関する就業規則の定め及び労働基準監督署への届出

①次世代育成支援対策推進法第13条の規定による認定、②女性活躍
推進法第８条第１項に規定する一般事業主行動計画の策定及び都道
府県労働局長への届出（常時雇用する労働者数が 100人以下の事業
主に限る。）、③女性活躍推進法第９条の規定による認定、④働き
やすい職場「ひなたの極」認証制度実施要綱第５条の規定による認
証



商号又は名称 更新

数値

(1)契約実績　様式第5号に記載した年間平均高を転記 51,000 千円 30
(2)自己資本額　様式第5号から転記 10,000 千円 5
(3)職員数　様式第5号の常用職員の社会保険加入の「ロ－イ」を転記 100 人 10
(4)流動比率　Ｍ／Ｎ（％） 50 ％ 2
　　流動資産　Ｍ　様式第5号から転記 5,000 千円

　　流動負債　Ｎ　様式第5号から転記 10,000 千円

(5)総資本経常利益率　Ｓ／Ｒ（％） -1 ％ 1
　　経常利益　Ｓ　様式第5号から転記 -1,000 千円

　　総資本額　Ｒ　様式第5号から転記 70,000 千円

(6)自己資本比率　Ｐ／Ｒ（％） 14 ％ 2
　　自己資本額　Ｐ　様式第5号から転記 10,000 千円

　　総資本額　Ｒ　様式第5号から転記 70,000 千円

(7)営業年数 14 年 6
(8)技術職員数１　様式第7号の有資格職員延人数を転記 3 人 5
　ア 警備員指導教育責任者 2 人

　イ 機械警備業務管理者 1 人

(9)技術職員数２　様式第7号の有資格職員延人数を転記 23 人 12
　ウ 施設警備業務１級検定合格警備員 12 人

　エ 施設警備業務２級検定合格警備員 11 人

(10)雇用障がい者数（法定雇用義務がある場合は超えている人数） -1 人 -2
　ISO9001 判定

　ISO14001

1

0

74

 ※ 商号又は名称、新規・更新の区分、記載欄、数値及び総合点数の各欄を記載してください。

記載例

Ａ

別紙１（その２）警備保障業務

登　録　審　査　表

㈱○○警備保障
新規・更新
の　区　分

(11)ＩＳＯ取得
　　（該当するものは記載欄に○を記載）

2
○

総　合　点　数

審 査 事 項 記載欄

(12)働きやす
い職場環境の整
備
（該当するもの
は記載欄に○を
記載）

育児休業制度に関する就業規則の定め及び労働基準監
督署への届出 ○

①次世代育成支援対策推進法第13条の規定による認
定、②女性活躍推進法第８条第１項に規定する一般事
業主行動計画の策定及び都道府県労働局長への届出
（常時雇用する労働者数が100人以下の事業主に限
る。）、③女性活躍推進法第９条の規定による認定、
④働きやすい職場「ひなたの極」認証制度実施要綱第
５条の規定による認証

様式第5

号


